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13,553
（54%）

3,809
（69%）
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（40%）

1,469
（27%）

1,379（6%）

257（5%）

林種別森林面積

天然林 人工林 無立木地その他

北海道 5,535千ha

全 国 25,081千

7,657
（31%）
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（55%）
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608（11%）

1,713（7%）

319（6%）
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－ 森林蓄積の推移 －
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百万㎥

0

（S35）5億3千万㎥

（R7）

8億8千万㎥

北海道の森林資源の概要

○ 北海道の森林面積は554万haで、全国の森林面積の約22％を占めています。

○ 林相別では天然林の割合が約69％と、全国に比べ高い比率となっています。

○ 所管別では、国有林が55％、道有林が11％を占め、全国に比べ公的機関の所有する森林の比率が高くなっています。

森林面積：北海道は「令和6年度林業統計」、全国は「森林・林業統計要覧2025」（林野庁）より

○ 森林蓄積は約8億8千万㎥で、全国

の約16％を占めています。

○ 森林の蓄積は、天然林を含めて着

実に増加傾向にありますが、特に針葉

樹を主体とする人工林の蓄積が大幅に

増加しており、昭和55年からの45年間

で5倍弱まで増加しています。
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－ 針葉樹人工林の齢級構成 －

カラマツ類

トドマツ

ｴｿﾞﾏﾂ

スギその他

千ha

① 森林面積

③ 針葉樹人工林の齢級別面積

② 森林蓄積

「令和6年度北海道林業統計」より

「令和6年度北海道林業統計」より

○ 人工林のうち、トドマツが約54％、

カラマツ類が約30％を占めています。

○ カラマツ人工林に加え、トドマツ人

工林も主伐時期に到達しています。

トドマツ９齢級以上：約8割

※標準伐期齢

樹木の平均成長量が最大となる林齢を基準に、森

林の持つ公益的機能や従来の平均伐採齢を勘案して

樹種ごとに定める伐採（主伐）の基準となる林齢。

トドマツ：40年、カラマツ：30年

※齢級 （れいきゅう）

林齢を５カ年ひとくくりにし、まとめたもののこと。林

齢１～５年生を１齢級、６～１０年生を２齢級、以下３齢

級・・・と称する。

森林・林業及び林業雇用の動向について
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－ 森林伐採量の推移 －

国有林 道有林 私有林等

百万㎥

北海道の林業の動向

○ 北海道の森林伐採量は、平成14年を

底に緩やかに増加傾向にあったものの、

近年は木材需要の変動により年によって

バラツキが見られます。

○ 所管別では、国有林の伐採量が多くを

占めていましたが、平成11年度に私有林

等の伐採量が国有林を上回り、平成14年

以降現在に至るまでは国有林と道有林の

合計より多くなっています。
「北海道林業統計」より

○ 伐採量を人工林、天然林の別で見る

と、平成9年以降は人工林が多くを占め、

最近では、伐採量の9割を人工林が占め

ています。

○ 人工造林面積は、伐採量の減少とと

もに減少を続けていましたが、平成12年

の5.8千haを底に回復傾向にあり、最近

は8千ha前後で推移しています。

① 事業量の推移

② 木材供給量と道産材供給率

（S57）870万㎥
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－ 林相別伐採量、人工造林面積の推移 －
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「北海道林業統計」より

○ 道産材の供給量は平成13年を底に緩やかな増加傾向にあり、道産材供給率は平成12年を底に増加傾向にあ

り、令和2年度以降は70％前後で推移しています。
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－ 木材供給量と道産材供給率の推移 －万㎥
％

道産材

輸入丸太

輸入製品

（R6）

73％（S57）

69％

（H12）

34％
木材自給

資料２-２

「北海道木材需給実績」より
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北海道の林業労働力の動向

① 林業事業体の推移 ② 林業労働者数の推移

※ 事業種別の事業体数は重複しているため、合計と一致しない。

林業労働実態調査より
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－ 林業事業体数の推移 －
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造林

種苗生産

事業体実数

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

0

5,000

10,000

S52 56 61 H2 7 11 15 19 23 27 R1 5

－ 事業種別林業労働者数の推移

－ 素材生産

造林

種苗生産

１事業体あたり労務者数

林業労働者数

事業

(R5)
4,180

(H17)
3,785

18,151

(R5)
559

(H17)
402

R5
素材397
造林389
種苗 61

③ 圏域別事業体数・林業労働者数の推移 林業労働実態調査より

林業労働実態調査より

1001 1089 1027 1031 1119 1035 1062 1163 1113
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道央（石狩・後志・空知・胆振・日高）
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386 355
422 461 476 476 474 439 445

-100

100

300

500

0
20
40
60
80

H19 21 23 25 27 29 R1 3 5

道南（渡島・檜山）

事業体数 素材生産 造林

種苗生産 林業労働者数
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種苗生産 林業労働者数

事業体 人 事業体 人

事業体

人

事業体 人

事業体
人 事業体

人

資料２-３

※ 事業種別の事業体数は重複しているため、合計と一致しない。

○ 林業事業体数、林業労働者数ともに減少傾向が続いていましたが、

平成17年度からは微増～横ばい傾向にあります。

人 人

S56
素材527
造林415
種苗121
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林業労働実態調査より

○ 雇用形態別では、年間を通して伐採事業を行う事業体及び労働者

が増加しており、令和5年度の通年雇用の労働者数は、平成21年度

に比べ約2倍の約2,800人となっており、雇用形態で見ても比率が高

まっています。

④ 雇用形態別労働者数

⑤ 年齢階層別労働者数

1,417 1,556 1,834 2,110 2,364 2,600 2,775 2,820

2,205 2,147 1,967 1,768 1,529 1,241 1,082 997
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人
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人 歳

林業労働実態調査より

○ 年齢階層別では、各年齢階層、平均年齢ともに近年は横ばい傾向で、高齢化の進行が抑えられています。

○ 60歳以上の割合は緩やかな減少傾向にある一方、40～59歳の中間層の割合が増加しています。

※ 年齢階層別労働者及び構成比は、常用雇用のみの数字

⑥ 就労日数別労働者数

13% 10% 16% 16% 15% 17% 19% 20%8% 9% 8% 7% 7% 7% 7% 7%13% 12% 11% 11% 11% 11% 10% 11%
16% 16% 14% 10% 12% 13% 12% 12%
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14% 24%
64%

32% 30%
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素材生産 造林 種苗生産

事業種別の就労日数(R5)

～119 120～149 150～179 180～209 210～

林業労働実態調査より

○就労日数別に見ると、210日以上の割合は、近年は50％程度で推移しています。

○事業種別に210日以上の割合を見ると、素材生産が6割強と高い割合を示している一方、造林及び種苗では

約3割となっています。

＜雇用形態区分＞

通年雇用：年間を通じて雇用される者

定期雇用：被保険者期間が通算して1年未満6ヶ月以上の者

（一般的には季節労働者と呼ばれる）

臨時雇用：通年、定期以外で一時的に雇用された者

※ 就労日数別労働者構成比及び事業種別の就労日数は、常用雇用のみの数字
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⑦ 林業就業者の高齢化比率

林業労働実態調査より

○ 新規就業者における平成20年から令和6年までの緑の雇用の活用状況は、全国の30％に対し、

北海道では12％と低位な状況にあります。

※ 平成19年の「日本標準産業分類」の改訂により、平成22年以降のデータは、平成17年までのデータと必ずしも連続していない。

※ 総務省「国勢調査」より
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林業就業者の高齢化（65歳以上）率
全国・林業

北海道・林業

全国・全産業

北海道・全産業

％

○ 林業就業者の高齢化率は、全国、北

海道ともに全産業平均に比べ、高い水

準で推移しており、全産業平均の割合

とともに増加が続いています。

⑧ 新規参入者の状況

※ 新規参入者：林業の経験がなく、新たに林業に就業するもので、通年、定期の方が対象。（国の「緑の雇用」事業の研修生を含む）

○ 令和5年度の新規参入者は207人で、平成25年度までは減少傾向にありましたが、近年は横ばい傾向にあります。

○ 新規参入者の前職は、土木・建設からの参入が依然多いですが、令和5年度は会社員・公務員からの参入が

最も多くなっています。また、新卒は29人の2割弱となっています。

⑨ 新規就業者に占める緑の雇用の状況

土木・建設

39 人

製造・運

輸・小売業

28 人

新卒

29 人
会社員・

公務員

42 人

家事、

パート等

19 人

農水産

業（現

業系雇
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6 人
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44 人

新規参入者の前職（R5)
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○ 平均日額賃金は増加傾向にあり、全産業・林業（素材生産・造林）ともに、平成25年度から2割程度増加しています。

○ 賃金の支払方法は、高い割合で推移していた日給制が令和5年度に5割を下回るなど、月給制がさらに増加しています。

⑪ 社会保険、退職金共済制度の加入状況

○ 雇用保険と労災保険は漸減してきているものの、

ともに高い割合で推移しています。

〇退職金共済制度への加入は、年々増加しています。

99.1 %
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95.0 % 93.7%
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88.0 %

60

70

80

90

100

H21 23 25 27 29 R1 3 5

% －社会保険の加入状況推移－

労災保険
雇用保険
退職金制度

⑫ その他林業労働に関する動向

※ 常用労働者が対象

○ 高性能林業機械の導入が進んでおり、令和5年の保有台数は、平成25年の725台から約1.5倍の1,080台に

増加しています。

○ 素材生産性を見ると、平成25年は7.55㎥/人日、令和5年は9.22㎥／人日と向上しています。
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0

2

4

6

8

10

0

200

400

600

800

1000

1200

H19 20 21 22 23 24 25 26 H27 28 29 30 R1 2 3 4 5

ﾊｰﾍﾞｽﾀ ﾌｫﾜｰﾀﾞ ﾌｪﾗｰﾊﾞﾝﾁｬ ｽｷｯﾀﾞ ﾌﾟﾛｾｯｻ 架線集材機 その他
台

725台

1,080台

素材生産性

北海道「高性能林業機械保有状況調査」より

㎥/人日

（１）高性能林業機械の保有状況

－高性能林業機械保有台数及び素材生産性の推移－
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○ 北海道の林業の死傷者数は長期的に見て減少していますが、近年でも年間４～５件の死亡労災が発生しています。
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北海道労働局「労働災害発生の動向」より

（２）北海道（林業）の死傷者数
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国：厚生労働省「労働災害統計」より 道：北海道労働局「労働災害発生の動向」より

＜年千人率＞

労働者1，000人あたり1年間に発生する死傷者数を示すもので、

千人率＝1年間の死傷者数／1年間の平均労働者数✕1,000 で表され

（３）労働災害による死傷者の発生率（死傷年千人率）の推移

○ 林業の死傷年千人率は、近年では平成16年をピークとして、増減を繰り返しながら緩やかに減少していますが、

直近で全産業平均の約4倍と高い水準にあります。
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－認定事業体数推移（年度末現在）－事業体
①年間６ヶ月以上雇用の林業労働者を５人

以上雇用して、次の森林施業を自ら実施して

いること。（５人未満の事業主は、他の事業主

や支援センターと共同で作成できる）

造林・・・地拵え、植え付け

保育・・・下刈り、枝打ち、つる切り、

■■っっっｋ除伐

伐採・・・主伐、間伐

②雇用管理者を選任していること。

認定事業主の要件

〇 改善措置計画は、林業労働力の確保の促進に関する法律に基づき、雇用管理の改善と事業の合理化に一体的に

取り組む意欲と能力を備えた事業主が自ら作成する計画です。

〇 道は、この計画を認定し、支援センターなどの関係機関と連携・協力しながら支援施策を集中的に講ずることにより、

林業労働者の受け皿となる事業体を育成・強化することとしており、令和7年度末の認定事業主数は156者です。

なお、同時点での北海道林業事業体登録制度※における登録事業体数は776者となっています。

（４）改善措置計画の概要と認定事業主数の推移

※北海道林業事業体登録制度は、森林所有者等による事業実行者の選択を可能とするとともに、適切な森林施業を行い、労働安全衛生管

理に努める健全な林業事業体の育成を図り、北海道の森林の適切な整備を推進することを目的として、平成24年8月に創設されました。
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年度 推薦 一般 合計

R2 9 25 34

R3 31 9 40

R4 20 20 40

R5 20 14 34

R6 11 20 31

R7 8 10 18

R8 4 14 18

求人数 155 件 就業者数 24 人
(求人企業等数 133 社）

（５）北森カレッジによる人材の育成

〇 北海道立北の森づくり専門学院（通称「北森カレッジ」）は、道内の林業・木材産業に貢献する人材を育成・輩出するため、

令和2年に開校した道立の専門学校です。

○ 道内の林業・木材産業に就業を希望する人材を道内外から幅広く募集し、これまで多くの卒業生を輩出してきましたが、

高卒者の進路の多様化などを要因として、近年は入学者数が減少しています。

―入学者の状況―

【教育目標】 【一貫した教育システム】

林業･木材産業の即戦力となり、

将来的に企業等の中核を担う

地域に根差した人材を育成

北森カレッジの概要

〈校舎〉

〈実習室での授業〉〈実習場での授業〉

―卒業生の状況(令和7年度）―

57%

17%

11%

3% 12%

事業種別求人割合

林業事業体

森林組合

木材産業

種苗生産

その他
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0%

0%
事業種別就業者割合

林業事業体

森林組合

木材産業
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―地域別の入学者数及び就職者数（第1期生～第5期生）―
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道内に就職した者を計上
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（６）担い手の育成・確保に向けた全国の状況（林業大学校・技能検定）

〇 担い手の育成・確保のために林業大学校を設立する県が増加しており、令和8年6月現在全国で28校となっています。

〇 令和6年8月、国家資格である技能検定制度に、林業従事者の技能向上と就業環境や社会的・経済的地位の向上、

労働災害の減少等を目的として、林業職種が新設されました。

試験については、令和7年度から本道でも開催されており、令和8年度は、北海道を含む11道県で実施される予定です。

（７）林業における外国人材の活用の状況

〇 林業分野の在留資格には「技能実習」と「特定技能1号」があり、就労の基本的なルートは、①技能実習から特定技能

に移行するもの、②他の在留資格で既に就労している者等が技能測定試験を受験するものの２種類です。

令和7年に道が実施したアンケート調査では、220者のうち、約6割が「受入予定なし」、約2割が「わからない」と回答。

〇 技能実習制度は発展的に解消し、新たに人材育成と人材確保を目的とした「育成就労制度」が創設され、令和９年４

月から運用が開始されます。
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―林業の外国人労働者数と事業所数の推移―
外国人労働者数

（林業）

―林業分野の技能実習と特定技能の関係（まとめ）― 林野庁資料より抜粋

林業技能検定では、育林及び素材生産

を行う業務に関する技能及び知識につ

いて検定が行われます。

【試験区分と受検資格】

・基礎級（技能実習関係）

・3級 実務経験年数0年以上

・2級 実務経験年数2年以上

・1級 実務経験年数5年以上

【試験の種類】

○学科試験

問題の正解を選択肢の中から選択

（CBT方式）。

○実技試験

・判断等試験（1級、2級のみ）

写真、イラスト等によって提示した対象

物や現場の状態を見て判断等を行い、

選択肢の中から正解を選択（CBT方式）。

○製作等作業試験

チェーンソーを使用して、実際に作業

を実施。

林業技能検定の試験概要

4%

10%

62%

21%

3%

受け入れる予定がある

受け入れに向け検討中

受け入れる予定はない

わからない

その他

道内事業体の

外国人材の受入

に対する意向
（n=220）

(R7.1_担い手に関するアンケー

ト調査結果より)
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